
区行政のあり方懇談会 第 4回総会

    日時：平成 28 年 12 月 7 日（水） 

       午前 9時 30 分 

    場所：東庁舎 1階第 11 会議室 

１ 区行政のあり方懇談会における検討（案）について 

２ 区のあり方基本方針（素案）について 

３ その他 
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区行政のあり方懇談会における検討（案） 

■ 懇談会の趣旨 

  地方自治法改正により区の事務分掌を条例で定めることとなり、これを契機として、

どのような区のあり方がふさわしいか十分に検討するため、区行政のあり方懇談会を設

置しました。懇談会においては、区が自主性・主体性を発揮できる仕組みづくりや区の

総合行政機能の強化等について、専門的な立場から多岐広範な意見を聴取しました。 

■ 委員

市橋 克哉（座長）  名古屋大学理事・副総長・大学院法学研究科教授 

小松 理佐子  日本福祉大学社会福祉学部教授 

辻 琢也  一橋大学副学長・大学院法学研究科教授 

秀島 栄三  名古屋工業大学大学院工学研究科教授 

森 徹  名古屋市立大学大学院経済学研究科教授 

■ 開催経過 

開催日 種別 議題 

平成 27 年 9 月 8 日 総会  ・区行政のあり方について 

平成 27 年 11 月 5 日 分科会  ・区民意見の行政への反映について 

 ・区長権限の強化について 

 ・区の事務所が分掌する事務の条例化について 

平成 27 年 12 月 8 日 分科会  ・区長権限の強化について 

 ・区の事務所が分掌する事務の条例化について 

平成 28 年 1 月 5 日 総会  ・区民意見の行政への反映について 

 ・区長権限の強化について 

 ・区の事務所が分掌する事務の条例化について 

平成 28 年 5 月 10 日 分科会  ・総合区について 

 ・今後の「区のあり方」基本方針について 

平成 28 年 7 月 12 日 分科会  ・総合区について 

 ・今後の「区のあり方」基本方針について 

 ・区内公所のあり方の検討 

平成 28 年 8 月 25 日 総会  ・今後の「区のあり方」基本方針について 

 ・土木事務所の業務について 

 ・各区の取り組みについて 

 ・総合区について 

平成 年 月 日 総会  ・今後の「区のあり方」基本方針について 

 ・懇談会の開催結果について 

資料１
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■ 懇談会での主な議論 

１ 区の事務所が分掌する事務に関する条例について 

 地方自治法の改正に伴い、区の事務分掌を「区の設置並びに区の事務所の位置、名称、

所管区域及び事務分掌に関する条例」に以下のとおり掲げる（平成 28年 4月 1日施行）。

 第 3条 法第 252条の 20第 2項の規定により、区の事務所が分掌する事務は、次の
とおりとする。

(1) 区政の総合的な企画及び調整を行うことによる総合行政の推進に関すること。
(2) 区の特性に応じたまちづくりに関すること。
(3) 区民の生活、福祉及び保健その他区民に身近な行政サービスに関すること。

【委員意見】               

・条例化が区政改革の機動的な実施の妨げにならないよう、規程の仕方に留意する

必要がある。

・条例を事細かに書いてしまうと、結局各区同じになり地域特性に応じてやりたい

ことがやれなくなる可能性がある。区へどれだけ裁量を与え、創意工夫が活かせ

るかも考えて作らないといけない。

・現状規則で定めていることを条例化すれば、区が局に協議や要求できるというこ

とが、より重いものとして局に受け止められる。

・区役所は最低限、市の分所としての役割と、後は局と話し合いながらではあるが、

自由にやれるというような規定がよい。

・区の特性に応じたたまちづくりの文言が入っているので、かなり広範な範囲で区

長がリーダーシップを取れると解釈することもできる。

・「その他」の規定があると、色々な施策が入るオープンな形になる。
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２ 区民会議について 

区民意見を集約し、区のめざすまちの姿等、区政全般の議論を行う「区民会議」を平成

28 年度から全区で開催する。会議の構成は、広く区民意見を聴取できるよう各区の実情に

応じ、各種地域団体、ＮＰＯ、企業、学生等による構成とする。会議の方式についても同

様に、懇談会やワークショップ等、各区の実情に応じて実施する。 

【委員意見】 

・陳情や要求を言う場でなく、ディスカッションできる場であって欲しい。そうい

う意味ではＮＰＯ等、外部の人が混ざっていることも大切であり、触媒になって

議論が活性化する。

・従来からの学区単位の委員など、地道な意見を吸い上げることも必要である。で

きるだけ従来のスキームに即して、実際に機能し、着実に意見を吸い上げ長続き

する組織として設置すべきである。

・区民会議を作るだけでなく、区長の権限をどうしていくかセットで考えないと、

区民会議は機能しないのではないか。

・意見集約の場として作り、最終的には区の将来ビジョンに繋がるような政策の議

論が出来る場になると、自らの意見や施策作成が生かされたという意識につなが

って、好循環を生むのではないか。

・区らしさを出すのであれば、学区から個別の声があがっても、そこは抑えてもら

い、区としてはこれでやっていく、ということもありうる。

・地域の実情、特性に応じた構成からなる区民会議の意見を聞いて決める仕事と、

地域特性に応じた課題を解決するために議論する場でもある。

・区長の直接のアドバイザー的な役割と、区長の方針について区民に異議がないか

を確認する役割の二重の役割を果たせるようにしてもらいたい。

・必ずしも区内で均質に施策や事業を実施するのではなく、特定の地区を活気づけ

るために民間や公の機関から外部資金を得ることも考えられる。
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３ 区将来ビジョンについて 

 区民会議での議論を踏まえて、区の５年後の姿を描く区将来ビジョンを全区で策定し、

このビジョンに基づき区政を運営していく。なお、区将来ビジョンは、本市の次期総合計

画との関係を整理した上で策定する。

【委員意見】 

・区の将来的なビジョンは作ったほうがよい。

・区長を支える企画調整部門を強化することにも繋がるので、このような目標や計

画が作れる区長や職員が配置されるとよい。

・主体的に独自性を発揮しやすい区の単独事業等から、区将来ビジョンの検討を進

めていくことが、現実的ではないか。

・まちづくりをどうするかということは、市の総合計画とは違った意味を持ってい

るので、区の将来ビジョンを先行して作るのもよいかもしれない。
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４ 区まちづくり基金について 

 区にゆかりのある人や区民の区のまちづくりへの想いを活かすため、寄附の際に寄附金

を活用する区が指定できる「区まちづくり基金」を創設する（平成 28年 4月 1日施行）。

【委員意見】 

・インターネットを使ったファンドなどができつつある一方で、地域に根ざしてい

るほうが寄附は進むのではないか。

・従来から区が使える予算と相互に影響しあって、基金がたくさんあるから、区の

予算は少なくてよい、となってはいけない。

・寄附の使い道を細かく拘束してしまうと、折角寄附してもらっても使いにくくな

ってしまうので、色々工夫できるようにした方がいい。

・地域に貢献するという観点から、名古屋市全体でなく地域を限定しながらも、使

途については緩やかな形で制限されている寄附を募るという発想はおもしろい。

・民間がお金を集めて福祉を提供していこうという活動がある中で、どこまで行政

が福祉について寄附を集めていくのか整理したほうがよい。
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５ 区長権限の強化について 

 市役所の組織が大規模化し、そのカバーするサービスも幅広くなるため、個々の住民と

の距離は遠くなる傾向にある。そこで、地域課題を住民により近い区役所で主体的に解決

できるようにするため、予算や組織の面から、区長の権限を強化する。

【委員意見】 

総論

企画

機能

予算

要求

定員

組織

要求

・福祉部門では、例えば高齢者や障害者の虐待に対し、即判断・対応でき

る仕組みが必要であり、どこに権限を持たせればいいかが課題である。

・市には区に縦割りの事務所があるので、区に集合してもらい住民の見や

すい形にしていくことは、区長の権限強化になる。

・区のガバナンスや区長のリーダーシップ、トップマネジメントを考える

と、区の企画分門は本当に強化しないといけない。

・区長が区政運営をしていくにあたっては、方向性を相談できるようなブ

レーンとなる人や、区内の編成権を持つことが必要である。

・福祉もまちづくりもわかり、地域の状況にも長けている総合的な人材を

育てていく事が重要である。そのためには、市全体の視点で、キャリア

パスを用意することも必要である。

・区長の裁量予算が現状各区 1,000万しかないのは、あまりに少ない。

・各区が予算要求をして取りにいき、いい施策については予算がついてく

るような仕組みを考えたほうがよい。

・区から財政局への直接予算要求権は区にとってインセンティブになる。

区の特性に応じたまちづくりは、特定の局ではなく、色々な局と横断的

に行うものであるから、区が独自に予算要求するのがよい。

・区長裁量予算が増えれば区長の重みは増すが、重要なのは区長の要求し

たものが通るかどうかであり、直接予算要求権があれば、局との交渉の

中で区長の立場が強まる。

・定員の直接要求権の他にも、どこに職員を配置するかの裁量が区長にあ

ってもいい。
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６ 区内公所のあり方について 

 市民に最も身近な行政機関である区役所は、単なる窓口サービスの提供にとどまらず、

地域課題解決の拠点としての役割を果たすことが求められている。そこで、住民に身近な

行政サービスは、市民にとって身近な区役所の組織で提供する。

 なお、事務の集約化により効率化が見込まれる業務、集約化することで職員の専門性の

向上が図られるものについては、局の組織で実施する等、区民の利便性も勘案しつつ検討

する。

【委員意見】 

土木

事務所

 ・

環境

事業所

保健所

・大災害といった臨時的なものを除けば、少なくとも権限としては、区長

のもとに土木事務所や環境事業所があるというのはよい。

・環境事業所は各区にあるなら集約してもよいかもしれない。

・窓口は区役所に置いて、区役所が住民のコンシェルジュではないが、な

んでも話を聞くという形はうなずける。

・区の組織とする前に、今後の業務量の推移を見定めて、どのくらいの職

員を配置する組織体制とするか、まず考えないといけない。

・土木事務所の権限と業務を切り離して、業務だけ区に入れるのは前向き

ではない。区の計画の下で仕事を進めるのに有効で、区に関係の深い権

限は、区に移す方向で考えるのが、区の権限強化の議論では必要。

・厚生労働省は、今後５年ぐらいで全世代対応の地域包括ケアシステムを

作るため、保健と福祉の統合の構想を示している。そうであれば、保健

所機能・福祉機能と分けるのではなく、包括的な福祉を進める方向を目

指して、たくさん部署を設けず、統合を推進していくのではないか。
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７ 総合区について 

 地方自治法改正により、総合区の設置が可能となったため、その設置の要否の方向性に

ついて検討する。

【委員意見】 

総論

導入

区長

公選

・総合区にする要点は、区長を一般行政職から特別職にすることである。

区長の政治的支えが強まることを望ましいと考えるかどうかである。

・行政経験のない人がいきなり総合区長ができるのか。市長は市役所のサ

ポート体制がしっかりあるが、区にはそういった組織的なサポート体制

がやや弱い。

・区長の権限、行政区の権限を強化する方向性が、総合区でなければ達成

できないということでなければ、総合区をあえて設ける必要はない。

・１６人の特別職を議会で承認してもらうのは難しく、政治的な問題にな

りかねない。従来の行政区で権限を強化して総合区に近いことができる

のであれば、全区総合区にするのはどうなのか。

・もし総合区を置くとしても、区からの熱意というよりも、市の政策方針

として設置するものである。まちづくりなど市としても強力に推進して

いく場合に、総合区として権限を持たせ、組織も柔軟に考えれば、局で

やりにくいこともできるのではないか。

・行政区の中でビジョンに基づいて強力に施策を進めていきたい場合で、

市全体の施策としてもソフト・ハード両面で支援する場合は、区の位置

付け・役割を一層強化し、象徴的にも強調したいときに、特定の区を総

合区にすることはありうる。

・議論の順番は、まず区においてどの程度の予算を執行し、住民の意見集

約をするか、次に議会の役割をどう考えるか、さらにその次に区長を一

般職とするか特別職とするか、であり、最後に特別職とした場合の任命

手続きや方法を考えることになる。

・総合区長の選挙は制度設計が難しい。市長の権限で投票結果の２位の人

を選んだとしても違法にはならない。
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８ 今後の「区のあり方」基本方針について 

 本市における現在の区役所改革の計画である「新たな区役所改革計画」が平成 28年度末
で計画期間が満了するため、平成 27年度及び平成 28年度における区のあり方の議論を踏
まえ、平成 29年度以降の 10年程度の長期的な期間の方針の策定を検討する。

【委員意見】 

・区のあり方を考えると、参加しやすい仕組みを作るよりも、関心がない人がいる

状態をどうにかしないといけない。住民自治がどうしたら充実するのか、具体的

に考えたほうがよい。

・区役所が住民と向き合って何をするかから考えたほうがよい。住民の方に主体が

あり、それを補完する区役所が連携や協働をする。さらにそれを支える組織・シ

ステムを考える、という流れがよい。

・対人サービスの重要性が高まっていて、住民に身近な行政サービスを住民により

近い組織において提供することが求められている。だから、住民ニーズに応える

サービスということが柱にないといけない。

・区のコミュニティのあり方や区民の生活をまず考えて、それが主体として活動す

るものに対して区がどう支援していくか、連携・協働していくかということであ

り、その上で区民サービスをどのように考え、そのために区長の権限はどうある

べきか、という流れで考えてみる。総合区にいかないまでも、それまでにやるこ

とがたくさんあるのではないか。



区のあり方基本方針 素案 

資料２ 
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１ 背景 

我が国は人口減少局面に入っており、本市においても高齢者の増加、出生数の減少等

により、まもなく人口減少が始まると予想されています。 

  このような人口構造の変化に加えて住民の価値観の多様化等も進んでおり、地域がコ

ミュニティとして持っていた諸機能が低下し、人と人とのつながりの希薄化も進んでい

ます。 

   そのため、地域の人々の暮らしを支える対人サービスの重要性が高まっており、行政

によるサービスのみでは地域の課題への対応が困難な状況も生じています。 

一方で、多様なサービスを提供する市役所の組織は大規模化し、地域の住民との距離

が遠くなっていることから、住民に最も身近な行政機関としての区役所の重要性が増し

ています。 

このような状況において、住民の視点から行政サービスを考えるにあたって、住民が

より行政に参画しやすい仕組みを構築すること、行政のみではなく住民や様々な地域団

体など地域における多様な主体と行政が協力し合いながら、区役所が行政サービスを提

供していくことが必要です。 

住民の視点からの行政サービスを区役所が提供することを可能にするため、区役所が

自らの権限と責任において、主体的に区政運営を行える仕組みづくりが求められていま

す。 

２ 趣旨 

  「新たな区役所改革計画」が平成２８年度に終了し、また、区の役割の拡充、住民自

治の強化を趣旨とする地方自治法の改正が行われました。 

  そこで、これまでの区役所改革の取り組みを踏まえつつ、１０年後の地域社会をみす

え「区のあり方基本方針」を策定し、区役所の果たす役割・方向性を示すものです。 

第１章 策定の趣旨 
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【参考】  

○地方自治法の改正〈平成26年5月〉について 

第30次地方制度調査会の答申を踏まえて、平成26年5月に地方自治法が改正されまし

た。今回の改正においては、昭和31年の指定都市制度創設以降初めて大きな制度の見

直しが行われました。 

この改正により、指定都市において「区の役割を拡充し、住民自治を強化する」観

点から、区役所が分掌する事務を条例で定めることや、条例で区に代えて総合区を設

置できることが新たに規定されました。 

○大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する答申 

 （第３０次地方制度調査会 平成25年6月25日）〈抄〉 

第２ 現行の指定都市制度の見直し 

 １ 指定都市制度 

  (1) 指定都市制度の現状 

   ③住民意思の的確な反映 

指定都市においては、市役所の組織が大規模化し、そのカバーするサービスも幅広

くなるため、個々の住民との距離は遠くなる傾向にある。このため、住民に身近な行

政サービスを適切に提供することや住民の意思を行政運営に的確に反映させることが

課題となっている。 

指定都市においては、住民に身近な行政サービスを住民により近い組織において提

供することや住民がより積極的に行政に参画しやすい仕組みを検討することが必要で

ある。少なくとも、指定都市のうち特に人口規模が大きい都市については、住民に身

近な行政区の役割を強化し、明確にすることについて検討することが必要である。 

  (3) 都市内分権により住民自治を強化するための具体的な方策 

 指定都市、とりわけ人口が非常に多い指定都市において、住民に身近な行政サービス

について住民により近い単位で提供する「都市内分権」により住民自治を強化するた

め、区の役割を拡充することとすべきである。 
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１ 新たな区役所改革計画 （平成 21 年度～平成 28 年度） 

２ 新たな区役所改革計画アクションプラン （平成 25 年度～平成 28 年度） 

３ 名古屋市がめざす大都市制度の基本的な考え方 （平成 26 年 3 月） 

第２章 現在の計画等 

○区役所の将来像 

市民との協働のもと、自らの権限と責任において地域の課題を主体的に解

決できる「市民に信頼される地域の総合行政機関」をめざす。 

○改革の方向性 

・区の自主性・主体性を発揮したまちづくりの実現 

 ・迅速で質の高い市民サービスの実現 

○区を取り巻く環境の変化も踏まえ、個別具体的な問題から課題解決に向けてア

プローチしながら、さらに区役所改革を推進する。 

○改革を推進するための４つの柱 

・災害対策の強化 

・健康福祉・子育て支援 

・地域主体のまちづくりの推進 

・市民サービスの向上と業務の効率化 

○当圏域の中心都市として連携の核となり、強力なリーダーシップを発揮する

とともに、市域内において、地方が行うべき事務を大都市が一元的に担うこ

とを基本とする「特別自治市」制度を創設する。 

○「特別自治市」制度の創設の実現に向けたプロセス 

・区役所の機能強化、地域活動の支援など住民自治の充実にむけた取組みを

進める 
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１ これまでの取り組み 

平成１９年１２月に「区役所改革基本計画」、平成２２年３月に「新たな区役所改革計

画」、平成２５年３月に「新たな区役所改革計画アクションプラン」を策定・公表し、区

役所が地域課題を自らの権限と責任において主体的に解決できる「地域の総合行政機関」

となることを目指して取り組んできました。 

 これまでの取り組みにより、窓口サービスの改善や職場風土の改革、区が自主性・主

体性を発揮できる仕組みづくりなど、一定の成果があったものと考えています。 

（取り組みの主な成果） 

 ○区の自主性・主体性を発揮したまちづくりの実現 

  ・自主的・主体的な区政運営予算による地域の特性に応じた取り組みの実施 

  ・区役所の努力により確保した収入の独自財源化 

  ・区長の裁量が発揮できる定員の配置 

  ・各区に企画経理室を設置し、企画調整機能を強化 

  ・中区役所庁舎内へ中保健所を移転 

  ・港区役所庁舎内へ港土木事務所を移転 

 ○迅速で質の高い市民サービスの実現 

  ・支所における福祉業務拡充など窓口サービスの向上 

・税務事務や住民票等にかかる郵送請求事務の集約化の推進による業務の効率化 

○地方自治法改正（平成２６年５月）を受けた取り組み 

  ・区の事務分掌を条例に規定 

  ・「区における総合行政の推進に関する規則」を改正 

  ・各区で区民会議を開催 

  ・区まちづくり基金を創設 

  ・各区に区政部を設置し、企画調整機能を強化 

２ 今後必要な取り組み 

昨今の社会状況の変化に対応し、地域の人々の安心で快適な暮らしを支える行政サー

ビスを持続可能なものとして提供していくためには、区役所が住民と共に地域の課題解

決や、各区の特性に応じたまちづくりに取り組んでいくことが必要であり、それらを支

える仕組みづくりも一層進めていく必要があります。  

第３章 区役所改革の総括 
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《参考》

時 期 主 な 事 項 

昭和５８年度 ・「区における総合行政の推進に関する規則」施行 

平成 ３年度 
・区長を部長級から局長級にするとともに、区政部・福祉部の２

部制施行 

平成 ９年度 ・「行政区のあり方懇話会」提言 

平成１２年度 ・保健所を区役所組織へ編入 

平成１５年度 ・「IT 時代における区の行政サービスのあり方懇話会」提言 

平成１７年度 

・区内３公所（環境事業所、土木事務所、消防署）の課長級職員

を区役所兼務（併任）主幹（安心・安全で快適なまちづくりの

推進）とし、各公所との連携体制を強化 

平成１９年度 ・「区役所改革基本計画」策定 

平成２０年度 ・区ごとに区政運営方針を策定・公表 

平成２１年度 

・区役所が自主性・主体性を発揮するための予算として、各区 

 １,０００万円の予算を計上 

・「新たな区役所改革計画」策定 

平成２２年度 

・区役所の企画調整機能の強化を図るため、各区に「企画経理室」

を設置 

・広告の掲出や自動販売機の設置など、区役所の努力により確保

した収入を予算として計上 

・快適でわかりやすい窓口の実現や、市民利用スペースの充実を

図るため、庁舎の環境整備を実施（平成２４年度まで） 

平成２３年度 
・区役所兼務等主幹（環境、土木、消防職員）の担当事務を区政

運営の推進に拡充 

平成２４年度 
・区長の裁量で部署を決定できる定員を配置 

・支所において福祉業務を拡充 

平成２５年度 
・中区役所庁舎内へ中保健所を移転 

・「新たな区役所改革計画アクションプラン」策定 

平成２６年度 ・港区役所庁舎内へ港土木事務所を移転 

平成２７年度 
・自主的・主体的な区政運営予算に関して、区と局が連携して取

り組む仕組みを創設 

平成２８年度 

・区の事務分掌を条例に規定 

・「区における総合行政の推進に関する規則」を改正 

・各区で区民会議を開催 

・区まちづくり基金を創設 

・区役所の企画調整機能の強化を図るため、各区に「区政部」を

設置 
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１ めざすべき区役所像 

  本方針では、地域の課題解決や区の特性に応じたまちづくりに住民とともに取り組む

ため、区役所が「住民に身近な総合行政機関」となることをめざします。 

２ めざすべき区役所像を実現するための３つの柱

  めざすべき区役所像を実現するため、以下の３つの柱を掲げます。 

Ⅰ 住民が主体のまちづくりの推進 

住みやすく愛着の持てる地域をつくるためには、住民や様々な地域団体などが地

域に関心を持ち、協力し合いながら身近な課題に取り組んでいく地域の力が欠かせ

ません。

そこで、地域コミュニティ活性化を図るとともに、住民がより積極的に行政に参

画し、協働しやすい環境づくりを推進します。

Ⅱ 住民に身近な行政サービスの推進 

区役所では市民生活に密着した行政サービスを提供していることから、市民感覚

を大切にし、住民と協働しながらサービスの充実に取り組みます。

また、効率的で質の高いサービスを提供し、市民満足度の向上に努めます。

Ⅲ 区行政を推進する仕組みづくり 

複雑化・多様化する地域課題を解決するため、市民と直接関わる行政の最前線で

ある区役所の企画調整機能を強化するとともに、市民生活の様々な分野を所管する

局室・区内公所等との連携を強化し、区における総合行政を推進します。

第４章 方針について 
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３ 方針における行政区の考え方

  本市が平成９年度に受けた「行政区のあり方懇話会」提言及び平成１５年度に受けた

「ＩＴ時代における区の行政サービスあり方懇話会」提言を踏まえ、方針では「区役所

改革基本計画」及び「新たな区役所改革計画」に引き続き、現行の１６行政区の枠の中

で、区役所の機能強化を図ります。 

【参考】行政区の適正規模 

<「行政区のあり方懇話会」提言及び「ＩＴ時代における区の行政サービスあり方

懇話会」提言における行政区の適正規模の考え方> 

・人口は概ね１０万人から２０万人程度 

・分区は人口２５万人から３０万人を超える状況が、合区は人口５万人未満とな

る状況が見込まれ、現状の問題が区の再編によってしか解消できない場合に検

討する。 

４ 方針の進め方

(1) 方針期間  

この方針を実現するために、平成 29 年度から概ね 10 年間の期間を設けます。 

 (2) 推進体制 

方針の推進にあたっては、副市長をトップとした全局室長及び区長を構成員とする

「区役所改革推進会議」並びに区長を構成員とする「区総合調整会議」を必要に応じ

て開催します。 

       あわせて、区政に関する中長期のビジョンを、各区において住民参画の下「区将来

ビジョン」として策定していくとともに、具体的な取り組みについては「区政運営方

針」を策定し、これに基づいて実施します。これらの施策によって区役所が主体的に

進行管理を行います。 

この方針に基づく取り組みについては、１６区役所が画一的に実施することを前提

とせず、各区の特性や実情に応じて実施します。 

なお、社会状況の変化や財政状況に応じて、必要がある場合には方針の見直しを行

います。 
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５ 方針策定に係る検討体制

区役所改革推進会議、区総合調整会議等の全庁的な検討に加え、学識経験者からなる

「区行政のあり方懇談会」での意見聴取を行いました。

６ 方針の目標値

 方針に基づく成果を測るため、次に掲げる目標値を設定して適切な進捗管理を行い、

これを施策に反映させます。 

指標 
実績値 

(平成２７年度) 

目標値 

(平成３８年度) 

１ 
地域の住民によるまちづくりが活発に

行われていると思う市民の割合 
３２％ ５６％ 

２ 
区役所・支所窓口における対応に満足し

ている市民の割合 
９６％ １００％ 

３ 

区の特性に応じたまちづくりに関し、 

区長が予算・組織を要求する仕組みの導

入 

－ 実施 
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１ 住民が主体のまちづくりの推進 

 (1) 地域支援の推進 

身近な地域課題に対応し、住みやすく愛着の持てる地域、魅力ある地域をつくるた

め、地域コミュニティの活性化を図ります。

また、区政協力委員制度等既存の仕組みの活用や区役所の職員を各地域担当として

割り振る地域担当制の充実など、地域とのコミュニケーションを密接に行い、地域の

課題やニーズの適時適切な把握に努めるとともに、市民活動団体の支援を推進し、課

題に応じた地域との連携を進めます。

さらに、地域のコミュニティ活動の拠点であるコミュニティセンターは、未整備学

区における建設を進めるとともに、既存施設については長寿命化を始めとしたアセッ

トマネジメントの考え方に基づく改修方針を策定し、計画的な改修を進めます。

第５章 方針における取り組みの方向性 

●地域コミュニティ活性化支援 

地域活動の担い手を対象に、各区で「コ

ミュニティ交流会」による情報・意見交

換を行っているほか、町内会・自治会へ

の加入促進など、地域コミュニティの活

性化に取り組んでいます。 

●コミュニティセンター 

 コミュニティセンターでは、高齢者の方

を対象とした「ふれあい給食会」や「子

育て教室」「子育てサロン」が開催され

るなど、地域住民の交流の場として利用

されています。 

コミュニティ交流会

ふれあい給食会 
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(2) 住民参画の推進・協働への支援 

暮らしを支える対人サービスの重要性が高まる中で、住民の視点から行政サービス

を考えていくためにも、住民自治を拡充していくことが重要です。

そこで、「区民会議」を開催するなどにより区役所が区民に情報を提供し、区民の

参画を得て、地域の課題及び区の特性について協議し、区民が協働しやすい環境づく

りを推進します。

また、「区まちづくり基金」への寄附を通して、区にゆかりのある人や区民の区の

まちづくりへの想いを生かします。

区民会議 

●中区（フォーラム形式） 

●名東区（ワークショップ形式） 

人と人とがつながるまちであり続け

られるよう、誇りと愛着が持てる住

みやすいまちをめざして、学識経験

者、防災・多文化共生の専門家、若

者、行政などさまざまな立場から、

中区の特性と将来について、意見交

換を実施しています。 

区民や区政に関わる様々な関係者

が、テーマを決めてワークショップ

形式で意見交換を行っています。参

加者の区政への意識・関心を高める

とともに、検討の結果を区政運営の

方向性や事業へ反映させています。 
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２ 住民に身近な行政サービスの推進

(1) 住民と取り組むまちづくりの推進 

① 地域防災力の向上 

災害による被害を軽減するためには、自分で自分を守る「自助」、地域住民がとも

に助け合う「共助」、行政の支援による「公助」が一体となって対策を行う必要があ

りますが、大規模災害発生時においては、「公助」に限界があることから、「自助」、

「共助」といった地域防災力の向上を図っていくことが重要です。

こうした地域の「自助」、「共助」の向上のため、地域住民が参加する訓練などの

機会を捉えて、防災知識の普及啓発に努めるとともに、地域防災の担い手の育成や

地域全体で支えあう体制づくりを推進し、災害に強いまちづくりを進めます。

●避難所開設・運営訓練 

大規模な災害が起きた時、地域住民が避難所を迅速に開設し、円滑に運営する

ことができるように、各地域で「避難所開設・運営訓練」を行っています。ま

た、避難所での宿泊体験を通して、避難所の生活の厳しさを経験する「宿泊型

訓練」なども行っており、幅広い世代の方々が参加しています。 

体育館での宿泊体験 仮設トイレの組み立て 
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  ② 地域福祉の推進 

  地域住民が互いに助け合う仕組みを構築し、高齢者や子育て中の親、障害者等が

地域で孤立することなく、誰もがその人らしく安心した生活を送ることができる福

祉のまちづくりを区社会福祉協議会等と連携しながら進めます。

  また、地域ケア会議において、地域の関係団体や多様な福祉の担い手が参画し、

高齢者に対する必要な支援について検討するなど、地域包括ケアシステムの構築を

進めていきます。

地域支えあい事業 子育てサロン

★地域福祉の推進

ごみ出しや電球交換など、ちょっとした困りごとを抱えた高齢者を、各学区

のご近所ボランティアコーディネーターが窓口となり、元気な高齢者や学生

などのボランティアが支援する「地域支えあい事業」や、子育て中の親子が

気軽に参加し、交流を行う「子育てサロン」の取り組みを行っています。 

市地域ケア会議

名古屋市高齢者施策推進協議会 

（市が設置） 

各区会議の実施状況の把握、全市的課題に 

ついての協議及び政策形成等を行う。 

各区地域ケア会議

区地域包括ケア推進会議 

（区が設置） 

高齢者への適切な支援を図るために必要な検討

を行うとともに、高齢者が自立した日常生活を営

むために必要な支援体制に関する検討を行う。 

認知症 

専門部会 

在宅医療・ 

介護連携会議 

生活支援 

協議体 

地域支援 

運営協議会 

その他の 

部会 

個別ケース検討会議 

課題等

★地域ケア会議
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③ 安心・安全で快適なまちづくり等の推進 

  犯罪の防止、交通安全、空家等への対応など、安心・安全で快適なまちづくり等

を推進するため、関係公所との連携強化を図り、機動的な活動を展開します。

④ 区の特性に応じたまちづくりの推進 

 大学、企業、市民活動団体等が有する人的・知的な資源を活用し、相互に協働・

連携をして地域課題への対応や区の特性に応じたまちづくりを進めます。

●安心・安全で快適なまちづくり 

生活安全市民運動期などにおいて、市民 

の防犯意識の高揚を図るための啓発活動 

を実施しています。 

交通安全市民運動期などにおいて、地域 

や警察と連携し、街頭啓発キャンペーン 

などを実施しています。 

●天白区ブックスタート事業 

天白保健所、天白図書館、天白区社会 

福祉協議会が連携し、3か月児健康診 

査の機会に絵本を贈り、読み聞かせに 

よる赤ちゃんとのふれあいの大切さを 

伝え、子育て支援を行っています。 

街頭啓発キャンペーン 

防犯キャンペーン 
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(2) 効率的で質の高い行政サービスの提供 

① 窓口サービスの充実・接遇の向上 

   効率的で質の高いサービスの提供を行うための研修の実施や窓口事務の効率化

の検討など、区役所の職員の接遇・ホスピタリティの向上等により、市民がより便

利で快適な窓口サービスを受けられるようにします。

② ＩＣＴを活用した市民サービスの向上 

   個人情報の適正な管理のもとにＩＣＴを活用して窓口案内を行うなど、市民ニー

ズにあったより利便性の高いサービスの提供や、市民への情報の提供内容の充実を

図ります。

③ 市民にとって利用しやすい庁舎の計画的整備 

老朽化が進んだ区役所については、長寿命化を始めとしたアセットマネジメント

の考え方に基づいた庁舎の改修等を計画的に進めます。

●中村区役所の改築 

中村区役所は昭和３９年に竣工し、老朽化が進んでいるため、区内地域団体

からなる「区役所改築推進委員会」と協議しながら検討しています。 

区役所改築推進委員会ワークショップ 
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３ 区行政を推進する仕組みづくり 

(1) 企画調整機能の強化

①  区将来ビジョンの策定 

 区を取り巻く社会状況の変化を踏まえ、めざすべき区の姿を明らかにし、その実

現に向けた中長期の取り組みを体系化した、区将来ビジョンを策定します。

② 人材の育成 

   区将来ビジョンの実現に向け、企画調整力を高め、協働や連携を進める人材の育

成に取り組みます。

(2) 区長権限の強化 

   ① 区が自主性・主体性を発揮できる仕組みづくり 

区の特性に応じたまちづくりに関して、区長が直接予算・組織を要求する仕組み

を導入するなど、予算・組織の両面から区長の権限強化に取り組みます。

② 総合区についての考え方 

 本市が目指す特別自治市の創設時には、本市の事務及び権限が増大するため、区

の役割を見直す必要があります。その際には、区長権限をさらに強化する手法の一

つとして、総合区についても検討します。

●自主的・主体的な区政運営 

区長がリーダーシップをシップを発 

揮し、「区政運営方針」に掲げた様々 

な取り組みが行われています。 

区民まつり（東区） 

あったかあつた魅力発見市（熱田区） マメナシ観察会（守山区） 
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(3) 区ごとに設置している事務所等との関係 

 区役所が地域課題解決の拠点としての役割を果たすため、住民に身近な行政サー

ビスは、住民に身近な区役所の組織で提供します。

 なお、事務の集約化により効率化が見込まれる業務、集約化することで職員の専

門性の向上が図られるものについては、局の組織で実施することも検討します。そ

の際には、住民の利便性も勘案しつつ検討します。

●保健所 

①１保健所１６保健所支所体制の導入（平成３０年度から実施予定）

新型インフルエンザのように感染力の強い感染症の発生などの健康危機に対し

て全市で統一的な対応をとるため、健康福祉局内に保健所を設置するとともに、

各区に保健所支所を設置することで、健康危機管理にかかる指揮命令機能の強

化を図ります。 

なお、乳幼児健診業務をはじめとする地域に密着した業務は、引き続き各区の

保健所支所において実施するとともに、集約することにより機能強化が期待で

きる業務については、業務の集約化を図ります。 

②保健と福祉の連携強化 

保健と福祉のさらなる連携強化を図るため、保健部門と福祉部門が一体的に機

能する組織とします。 

また、現在単独庁舎となっている保健所については、アセットマネジメントの

考え方に基づく集約化・複合化整備など条件が整った場合に区役所との同一庁

舎化を進めるとともに、保健と福祉のワンフロア化についても検討します。 

●土木事務所 

住民に身近な道路、河川、公園の維持管理等の業務を行っている土木事務所を

区の組織として位置づけ、地域ニーズにより迅速に対応するとともに、ソフ

ト・ハード両面からの地域課題解決に向けた対応を図ります（平成３０年度か

ら実施予定）。 

なお、道路、河川、公園に関する業務のうち、複数の区域にわたる事項など、

全市的な視点で行う業務は引き続き緑政土木局の指揮監督を受けます。 

また、現在単独庁舎となっている土木事務所については、アセットマネジメン

トの考え方に基づく集約化・複合化整備など条件が整った場合に区役所との同

一庁舎化を進めます。 

●環境事業所 

ごみ減量活動などの啓発事業や災害時の対応、安心・安全で快適なまちづくり

の取り組みなど地域課題の解決に向けた対応の連携強化を図る一方、ごみの収

集・運搬業務は、その後の処理・処分も含めて一連の業務として環境局で実施

します。 
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区のあり方基本方針 

市民経済局区政課 

０５２－９７２－３１４８ 


